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1. 分析背景・目的【テーマと背景】
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• テーマ

− 経済状況を考慮した経営者特性が経営行動に与える影響の分析

• 分析背景

− 経営者の性格や得意分野といった特性、年齢・経験年数・教育歴などの

バックグラウンドが企業の意思決定に影響

◦経営上層部理論：Upper echelons theory
[1]

 (以下， UET)

− 本理論について様々な実証研究が行われてきた

− 一方で，外部の経済状況を考慮した分析はない

[1] Hambrick & Mason(1984)
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1. 分析背景・目的【仮説と分析目的】
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• 仮説

− 「経営者特性の影響が強い企業」として中小規模の同族経営企業，
創業者が経営している企業

− 「経済悪化時」として東日本大震災，またより影響を受けた製造業を対象

− 東日本大震災では多くの人々に影響があった，つまり雇用への影響が甚大

• 分析目的

− 経済悪化時における経営者特性の企業行動を把握

➡株式会社帝国データバンク（以下，TDB）が保有する経営者性格データ
および他特性データを用い，東日本大震災前後の正社員数の増減率に
ついてどの特性データが正社員数の増減に影響したかを分析する

より経営者特性が影響する企業において，東日本大震災時の
経営者特性と企業行動との関係考察を目的とする
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2-1. 経営者特性についての先行研究レビュー
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• 経営上層部理論（UET）

− Hambrick & Mason(1984）が提唱した理論

企業にとって経営者が重要な役割を果たすという前提のもと経営組織成果は

経営者の様々なバックグラウンドを通して意思決定が行われ，もたらされる

− Hambrick & Mason(1984）らはそのバックグラウンドとして

年齢や経歴，教育・社会的背景などをあげている

• UETに関する研究

− 九州大学(2021) では，企業代表者の性格を含む個人属性が，

企業戦略やパフォーマンスにどのように関連しているかを分析

− Gow et al. (2016)は，アメリカの企業を対象に，独自に設定した性格特性が

ROAなどのパフォーマンスに影響を与えていることを示した

− Zor et al. (2019)は，中小企業を対象として予算の意思決定に

CEOの性格が影響していることを指摘
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2-2. 東日本大震災が与えた影響
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• 全国的に被害をもたらした東日本大震災
− 内閣府(2011)によると2011年7月4日時点で死者・行方不明者数は22,626人，

経済的被害は同年3月時点で約16～25兆円と未曾有の被害を記録

− 原子力発電所事故による全国的な電力不足や，風評被害による

ジャパンブランドの毀損による経済的被害も甚大

• 震災前後の雇用に関する先行研究
− 総務省統計局(2012)によると，日本全体においては570.1万人もの有業者が

雇用において離職や休職を余儀なくされる状況にあり，2012年の調査時に

おいて8.5万人もの人々が未だ無業状態が続いていた

− 玄田(2014)は所属産業が雇用に影響を与えていることを明らかにし，

なかでも特に製造業や宿泊・飲食サービス業，生活関連サービス業・娯楽業

において甚大な被害であったことを示した

− 伊藤（2019）は東北・関東地方在住者を対象に業種ごとの影響を調査し，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業等がより甚大な被害であると示した
(TDBデータによる検証はp.13に記載)
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2-3. 利用データ
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TDBの保有する信用調査報告書データを使用

項目 内容

性格
慎重、包容力がある、積極的、一徹、責任感が強い、
堅実、まじめ、ち密、人情味に厚い、機敏、金銭的

にシビア、社交的、豪放磊落、個性的

能力

カリスマ性に富む、技術指向が強い、独創的、先見
性に富む、ビジョンがある、計数面不得手、人脈が
広い、実行力がある、話し上手、企画力がある、

決断力に優れる

その他
情報

生年月日、後継者の有無 etc.信用調査報告書のサンプル

• 取得方法
− 信用調査時に経営者の方へのインタビューより取得
− 一人の経営者に複数の性格が選択可能

• インタビュワー
− TDB社員が担当．継続しているとは限らない
− 前回調査時の結果を参照する

• データ取得時期
− 信用調査が入った際にしかデータは取得されない
− 基本的に年1回程度調査される
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3. TDBデータにおける経営者志向の定式化
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• 性格特性因子の作成

− TDBデータ内には性格25項目が収録

− そのままでは扱いづらいため、因子分析により6つの因子に集約

(因子分析の流れは p.14に記載)

因子負荷量の表
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4. 部分集団解析における分析結果と考察
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• 分析手法

− 目的変数に正社員数の増減，説明変数に各経営者特性，経営者の性格に

影響を与えるコントロール変数として企業情報のうち総資産と売上高

− 総資産と売上高には相関があるため，それぞれを含めたモデルを作成し

AICによって比較を行う

− 東日本大震災の影響には地域差があるため，これを考慮し層別分析を実施

• 影響が甚大な地域
− 青森県，茨城県，岩手県，

千葉県，福島県，宮城県

• 影響が比較的軽微な地域
− 上記6県以外の都道府県

変数一覧



CONFIDENTIAL © 2019 TEIKOKU DATABANK, LTD.

4. 部分集団解析における分析結果と考察
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いずれの地域においても総資産をいれたモデルを採用
影響が甚大な地域での回帰分析の結果 影響が比較的軽微な地域での回帰分析の結果

被害が甚大な地域では因子2(ワンマン)が増加，経理面に自信があると減少
被害が比較的軽微な地域では因子5(実行力)，技術面に自信があると増加させる

被害の大きさによって正社員の増減に影響する経営者特性が異なる
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5. 総論と今後の展望

10

• テーマ：経済状況を考慮した経営者特性が経営行動に与える影響の分析

− 東日本大震災前後において，経営者特性がより影響する企業では

どのような経営者特性が正社員数の増減に影響を及ぼしたのか

• 部分集団解析の結果

− 被害が甚大な地域では，ワンマンな経営者が正社員を増加させ，

経理面に自信がある経営者は，雇用への費用面への懸念により減少させた

− 被害が比較的軽微な地域では，実行力があり，技術面に自信がある経営者が

その実行力と技術面への自負，また労力のかかる補助金申請等への積極性

により正社員数を増加させた

• 一方で，今回用いた部分集団解析には恣意的な部分がある

➡階層ベイズモデル等を用いたより柔軟なモデルの使用を検討する

外部経済状況によって影響する特性が異なる
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付録.震災前後における正社員数変動の可視化
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• 東日本大震災当時の業種ごとの状況をTDBデータから考察する．

本研究では被雇用者側からの雇用の変動と雇用者側からの雇用の変動を同等とみなす．

• 図は中小企業基本法上の類型をもとに産業をわけた，正社員増減率の震災前後比較である．

なお，ここでは中小企業基本法上の類型 で「製造業その他」とまとめられている部分を大分

類が製造業とそれ以外の業種とで細分化している．これは震災後（2011年4月～2012年10

月） の正社員増減率を震災前（2010年4月～2011年3月）の正社員増減率で割った増減率の変

化率を確認したものである．

• 上図において，縦軸が100のときは変動がないことを意味しており，製造業においては他産業

と比較し第一四分位が他産業と比べて若干上に偏っていることがわかる(朱丸は平均値)
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付録. 因子分析フロー
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• TDB性格特性を分析のため因子分析で6つの性格因子に集約した．

本研究においては，以下のフロー図の通り分析を行った．

※すべてpromax回転で行う

条件① 因子において因子負荷量が|0.35|以上の変数が一つ以下か
条件② どの因子の負荷量も|0.35|以上でない変数があるか

または
負荷量が|0.35|以上の因子が2つ以上の変数があるか
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因子作成方法

29

開始 因子分析 条件① 因子数を減らし
て変数を戻す

条件②その変数を削除 終了

YES

NO

YES NO

※すべてpromax回転で行う
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